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概ね順調
地理情報システムにおいて市民ニーズが高い観光や福祉などの情報を拡充するなど，ＩＣＴの利活用による利便性
の向上に取り組んだ。また，市民生活に密着した電子納付を平成２７年１月から一部運用を開始しているが，開始か
ら間もないことや平成２７年３月まではサービスの対象が納付書再発行分に限られていたことから，まだサービスの
恩恵を実感されていないため，前年度と同水準であると考えられる。

政策の柱 Ⅵ　持続的発展が可能な都市の自治基盤を確立するために 本市の行政運営を効果的・効率的に行うことで，行政経営基盤が強化されています。
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政策名
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市民満足度

ＳＮＳの台頭やスマートフォン，タブレット端末などの普及による情報通信技術の進展や行政に求める市民や事業者のニーズの高度化・多様化など，社会環境の変化に対応した効率的で効果的な地域情報化施策の展開が求められている。
施策を取り
巻く環境等

市税の納付をＡＴＭやインターネットで行える電子納付を導入することにより，身近な行政手続きの電子化率が向
上している。
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  ③　主要な構成事業の進捗状況
　　（主要な構成事業の個別の進捗状況は，「３　施策を構成する事業の状況｝を参照）
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　順調 ：（Ａ評価が２つ以上
（Ｃ評価がある場合を除く。））
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　概ね順調 ：
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※『①施策指標』の単年度の達成度の計算について

★ 逓増型の指標（目標値が基準値より増加することが望ましいもの） × １００ （％）

★ 逓減型の指標（目標値が基準値より減少することが望ましいもの） × １００ （％）
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３　施策を構成する事業の状況 ※凡例　○：「総合計画の戦略プロジェクト・主要事業」対象，★：「③ 主要な構成事業の進捗状況」対象（最大５事業選択）

４　今後の施策の取組方針
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行政サービスの電子化の推進 ○★
・身近な行政サービスの電子
化の推進

地理情報システムの整備 ★
・情報提供・コンテンツの充
実
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2

　市民向けシステムについては，防災，観光の市民ニーズの高い情報や福祉，
環境等の市民生活関連情報を拡充するとともに，本市の重要施策に関連する
情報も掲載していくなど，提供情報の充実強化を図っていく。
　また，庁内に分散している庁内向けシステムの共用や運用統合を行い，維持
管理経費の適正化や業務の効率化・高度化を推進していく。

◆ＩＣＴ（情報通信技術）は進展がめざましく，新たな技術の普及・台頭により情報化に求められるニーズも常に変化することか
ら，本市の情報化施策においても，進展するＩＣＴの恩恵を市民が実感できるよう，市民等のニーズや技術動向を捉え，保健・福
祉や地域産業等の多様な分野におけるＩＣＴ利活用の推進など，市民等の視点に立った効率的で効果的な事業を展開する必
要がある。
◆情報化の推進に当たっては，高齢者や障がい者など，インターネットやパソコン等のＩＣＴが利用できない市民（デジタルデバ
イド）でもＩＣＴの恩恵が受けられるような取組や，近年，サイバー犯罪が多発している中で安全・安心に市民が行政サービスを
利用できるように情報セキュリティ対策の強化を行いながら，ＩＣＴ利活用促進に向けた支援の充実を図っていく必要がある。

★

･業務・情報システムの更なる
効率化・高度化
・情報システムの維持管理経
費の適正化

情報システムの最適化

方向性

〈施策全般〉
◆宇都宮地域情報化推進本部において施策全般に係る方向性を整理するとともに，推進チームにおける具体的な実施方策の検討や学識
経験者で組織する専門会議を活用しながら，着実に施策の推進に取り組んでいく。

今後の方向性

　宇都宮地域情報化推進本部を主体とした庁内横断的な推進体制の下，県や
関係機関等と連携を図るとともに，随時，市民・事業者等の意見を反映しなが
ら，効果的に計画を推進できるよう，毎年度，重点施策を中心に進行管理を行
い，学識経験者からの助言や推進チームを効果的に活用し，計画推進の実効
性を確保する。

　宇都宮地域情報化推進本部を中心に検討を進め，効果的なＩＣＴ投資の実現
に向けたＩＴガバナンスの充実強化や本市にとって最適なシステムの運用管理
体制の確立に向けた取組を推進するとともに，情報システムの共用や運用統
合等により，業務及び情報システムの更なる効率化・高度化や情報システム維
持管理経費の適正化を図っていく。

4
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　市内の難視地区については，国や関係機関と連携を図り，共聴施設対策や
高性能等アンテナ対策による恒久的対策の支援を行ってきたことにより，平成
２６年１２月に難視が全て解消している。

　身近な行政手続きの電子申請化の推進に当たっては，現在導入している電
子入札システムや施設予約システムなどの既存サービスの拡充や電子納付な
どの市民に身近で利便性向上に資する電子行政サービスの導入などに取り組
むとともに，インターネットの利活用に係る新たな情報通信技術の進展やス
マートフォン・タブレット端末の普及などのＩＣＴを取り巻く環境の変化を捉え，市
民等のニーズを踏まえた新たな取組を展開していく。

課題

〈主要事業〉
◆情報システム最適化の推進に当たっては，今後も厳しい財政状況が見込まれることから，経常経費の節減・合理化に資する取組を進める
必要があるため，構築システムの精査，構築費用の平準化などを検討し，効率的・効果的に着実に推進していく。
◆身近な行政サービスの電子化の推進に当たっては，インターネット等の新たな情報通信技術の進展やスマートフォン・タブレット端末の普
及などのＩＣＴを取り巻く環境の変化を捉え，既存サービスの拡充や新たな市民等のニーズを踏まえた取組を展開していく。
◆情報提供・コンテンツの充実の推進に当たっては，市ホームページや携帯サイト，ＳＮＳ（ソーシャルネットワーキングサービス），地図情報
システム等を活用した情報提供の充実強化により，市民の利便性の向上を図っていく。

〈その他個別事業〉
◆地上デジタル受信対策事業については，平成２６年度に市内の難視対策が全て完了し，事業は終了した。

・第３次宇都宮地域情報化計
画に係る施策事業の推進及
び進行管理

・情報システム最適化の推進

・難視地区における良好な電
波受信の確保に向けた支援

市民，事業者，職員

183

・地図情報のデータベース化
による事務の効率化
・地図を活用した情報の市民
への提供

市民，事業者

計画どおり市民，事業者，職員

Ｈ23

Ｈ19

Ｈ21

104,257

市民，事業者，職員

・身近な行政サービスの電子
申請化の拡充
・電子申請届出・電子納付
サービスの導入検討

Ｈ12　

159,408

7,173
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№
事業内容

対象者・物（誰・何に）

1 地域情報化計画の推進及び推進組織の運営

事業名
戦略Ｐ・
主要事業
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